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「持続可能な社会保障制度」へ――現役・将来世代の目線からの改革 

 
 

〈１〉若年世代が「納得」と「見通し」を持てる社会保障に 
○際限ない高齢者向け給付の増大は現役世代の生活設計を破綻させる 
○給付費を財政赤字（将来世代負担）で補うモラルハザードは許容外 
→「現役世代の負担の限界」について早急に国民合意を形成 
→「年齢別」から「経済力別」へ負担の原則を転換 

   （高齢世代とその他世代の負担を「公平」の観点から見直し） 
→若年・現役世代の生活保障機能の強化 

 
〈２〉「高齢期集中型」から「全世代対応型」へ転換を加速 
    ○皆保険・皆年金を維持するには「皆労働・皆参加」が必須 
     →若者に就労支援、現役世代に再挑戦支援、退職世代に地域参加支援 
     （地域包括支援センターの対象を要支援の若者・現役にも拡大） 

→「世帯モデル」を 1970 年代型〈男性稼ぎ主＋専業主婦〉から 21 世紀 
型〈共働き夫婦＋複数キッズ〉へ 
（就労抑制する税・社会保険制度は就労・育児を応援する形へ修正） 
→被雇用者には原則として社会保険を適用。雇用者の責任を拡大 

 
 

〈３〉高齢期の生き方を応援しつつ地域・社会貢献を引き出す工夫 
○引退後の引きこもりを予防し、地域の人的資源として活躍を促進 
→年金受給開始時に自治体の「シニア学級」を原則受講（地域デビュー 
の応援、生活自立技能の養成、世代間連帯を育む社会保障理解教育） 

→自治体が各種サポーター養成講座の提供、地域貢献活動の紹介 
（地域の助け合い活動を拡大し、保険のカバー範囲の見直し） 

 
 

※ 緊急の課題として、保育所待機児童への対応強化（子ども子育て新制度の先行

実施自治体などの支援）、生活困窮者への支援強化が必要。 

 
 

                                                       榊原智子 
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参考図表 人口ピラミッドの変遷 

 

  

 

 

後期老年人口
(75 歳以上) 

前期老年人口
(65～74 歳) 

生産年齢人口
(15～64 歳) 

年少人口
(0～14 歳)
 

59.7 ％ 

35.4 ％

3.7 ％

1.3 ％

4.9 ％
老年人口 
(65 歳以上) 

後期老年人口
(75 歳以上) 

前期老年人口
(65～74 歳) 

生産年齢人口
(15～64 歳) 

年少人口
(0～14 歳)

63.8 ％ 

13.1 ％

11.9 ％ 

11.1 ％ 

23.0 ％
老年人口 
(65 歳以上) 
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人口ピラミッドの変遷 

 

 

 

 

後期老年人口
(75 歳以上) 

前期老年人口
(65～74 歳) 

生産年齢人口
(15～64 歳) 

年少人口 
(0～14 歳) 

50.9 ％ 
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58.1 ％ 
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31.6 ％
老年人口 
(65 歳以上) 
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